
中小M＆A市場改革プラン（概要）

⚫後継者不在等の理由による廃業を防ぎ、希少な経営資源が散逸する
事態を回避する。

①経営資源の散逸の回避

⚫経営者年齢の若返りやシナジー効果の発揮等によって成長・生産性向
上等を実現する。

②成長・生産性向上等の実現

１．中小M＆Aの意義

⚫事業承継・M＆Aニーズの掘り起し、マッチングからM＆Aの円滑な成立に向けた支援、M＆A成立後の成長に向けた支援、といったM＆Aのフェーズご
とに総合的な支援を講じてきた。さらに、質の低いM＆A仲介事業者や不適切な買手の問題等に対応し、中小M＆A市場の環境整備も図ってきた。

２．これまでの主な取組

事業承継やM＆Aのニーズの掘り起し 相手方とのマッチングからM＆Aの円滑な成立に向けた支援 M＆A成立後の成長に向けた支援

●事業承継診断
（商工団体や金融機関等がプッシュ型で事
業承継診断を実施することで、事業承継ニー
ズを掘起し）

●事業承継・引継ぎ支援センター
（事業承継ニーズの掘起しから完了までのワンストップ支援する公的相談窓口）

●事業承継・M&A補助金（PMI推進枠）
（M&A後の経営統合（PMI）に係る費用を支援）

●中堅・中小グループ化税制（M＆Aの実績に応じ株式取得額の最大100%の損金算入を可能とする措置（据置期間後に益金算入））

●事業承継・M＆A補助金（専門家活用枠）
（マッチング等に要する費用を支援）

●日本政策金融公庫による事業承継・集約・活性化資金（事業承継・M＆Aに伴う設備資金・運転資金の貸付）

●中小M＆Aガイドライン（M＆A支援機関に対し適切なM＆Aのための行動指針を提示）

●M＆A支援機関登録制度（中小M＆Aガイドラインを遵守宣誓する支援機関を登録する制度）

●中小PMIガイドライン、実践ツール
（M&A統合後のPMIの適切な取組を促すガイドライン、
PMIを実践するためのツール）
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⚫民間のM＆A支援機関や事業承継・引継ぎ支援センターを通じたM＆Aの件数は大幅に増加。中小M＆Aは浸透をみせている。一方で、経営者が60
代以上かつ事業承継の意向が未定の法人企業が約26万者存在することを踏まえると、未だ拡大を図っていく必要があると考えられる。

⚫また、人手不足の深刻化等の事業環境の変化が生じる中、M＆Aを単に事業承継を実現するため選択肢としてではなく、中小企業が成長を実現するた
めの戦略的な手段として推進を図っていく重要性が一層高まっている。

⚫さらに、M＆A支援機関が増加する中で、その支援の質が十分とは言えないという声も聞かれるようになった。加えて、譲り渡し側の経営者保証が解除さ
れないまま、譲り渡し側の現預金を引き抜くといった不適切な譲り受け側の存在も指摘されてており、市場の健全化に向けた更なる取組が求められている。

３．事業承継・M＆Aに係る状況

⚫中小M＆Aのプレイヤーごとに、譲り渡し側、中小M＆A市場、譲り受け側、といった３つの軸で施策を講じていく。

４．中小M＆A市場改革に向けた今後の施策の方向性

（１）譲り渡し側に係る施策 （２）中小M＆A市場に係る施策 （３）譲り受け側に係る施策

【課題】

●雇用維持や経営者保証の解除等のM＆A
への不安が存在。

●自らの事業価値、M＆Aへの相場観の不足。

【施策の方向性】

①支援機関による事業承継ニーズ掘起し強化

②M＆Aへの不安解消のための広報強化・シン
ポジウムの実施（M＆Aキャラバン）

③M＆Aに対する不安を軽減するスキームの検
討・普及

④M＆A時の経営者保証解除又は譲り受け側
への移行に関する実務慣行の定着

⑤M＆A検討前の財務状況の精査に係る支援

⑥中小M＆A市場における取引相場の醸成

【課題】

●M＆A支援機関、M＆Aアドバイザーの質
向上を図る必要。

●小規模案件を手掛ける、又は地方における
M＆A支援機関の不足。

【課題】

●起業家精神や経営能力が高い優良な買手
への支援が不足。

【施策の方向性】

①M＆A支援機関の業務の内容・質の開示強
化

②公正な競争を喚起する仲介・FA手数料の
あり方に関する検討

③M＆Aアドバイザー個人の知識・スキルに係る
資格制度の創設

④地域の支援機関育成を見据えた事業承継・
引継ぎ支援センターの強化・深化

【施策の方向性】

①複数回のM＆A（グループ化）の推進

②小規模案件や個人による承継を支援する
ファンドへの支援強化

③PMIへの支援

④支援機関による優秀な譲り受け側の掘起し
推進
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